
国立大学法人群馬大学カスタマーハラスメントに対する基本方針 

 

令和８．７．１６ 制定 

 

１．はじめに 

国立大学法人群馬大学（以下「本学」という。）は、法令及び就業規則を遵守し常に良識ある社会

の一員として、公正性・公平性・透明性を確保し業務を遂行するとともに、すべての教職員が安全

かつ快適な就業環境を確保することが最重要課題の一つであると認識しています。 

このような考えのもと、本学における健全な職場環境の維持及び向上を目的として、「カスタマー

ハラスメントに対する基本方針」を策定しました。本学は、本方針に基づき、教職員が心身ともに安

全に就業できる環境の確保に努めます。 

 

２. 本学におけるカスタマーハラスメントの定義 

関係者＊からの本学に対する意見・言動のうち（対面、電話、SNS 等インターネット上のものを含

む）、内容及びその実現手段や態様が社会通念上許容される範囲を超えるものであって、当該内容及び

手段・態様により、教職員の職場環境が害されることを指します。 

 

３. 対象となる行為の例 

以下のような行為を指します。あくまで例示であり、これらに限定されるものではありません。 

①  身体的な攻撃（暴行、傷害等）  

②  精神的な攻撃（脅迫、中傷、名誉棄損、侮辱、暴言、土下座の強要等）  

③  威圧的な言動 

④  継続的、執拗な言動 

⑤  拘束的な言動（不退去、居座り、監禁） 

 

４. 対応方針 

本学は、安易にカスタマーハラスメントと決めつけることなく、すべてのご意見・ご要望に真摯に                             

対応し、サービスの改善・向上に繋げますが、カスタマーハラスメントに該当すると判断した場合は、

組織として毅然と対応します。 

教職員がカスタマーハラスメントを受けた場合、対話を中断又は終了し、原則として、以後の対応

をお断りさせていただきます。 

また、関係省庁（文部科学省、厚生労働省）からの指導も随時参照し、悪質或いは犯罪行為と判断

した場合は、速やかに警察、弁護士等の外部機関と連携し、法的措置も含めて厳正に対処します。 

 

５．他の事業主の講ずる雇用管理上の措置の実施に関する協力と他の事業主が雇用する労働者に対する

カスタマーハラスメントの禁止 

  他の事業主からの求めに応じて、教職員へ事実関係の確認等を行い、職場におけるカスタマー   

ハラスメントが生じた事実が確認できた場合は、本学の規則に基づき行為者に対して必要な措置を講

じます。 

 

＊関係者：学生、学生の保護者、受験者、卒業生、患者とその家族、施設利用者とその家族、関係業者並びに    

近隣住民等、本学の事業に関係を有する者又は関係を有する可能性のある者を指します。 


